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物価_翌債

（単位：千円）

電話番号 既配分額
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

メールアドレス 既配分額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②

既配分額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③

既配分額
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④

既配分額
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤

既配分額
国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥

今回配分予定額
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

今回配分予定額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②

今回配分予定額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③

今回配分予定額
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④

今回配分予定額
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤

今回配分予定額
国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥

配分予定額計
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

配分予定額計
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②

配分予定額計
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③

配分予定額計
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④

配分予定額計
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤

配分予定額計
国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥

配分予定額計

移替先

Ａ

Ｂ１ Ｂ４

交付対象経費

国のR5補正予算分
（交付限度額①）
（推奨事業メニュー

分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）

（低所得世帯支援枠分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）

（低所得世帯支援枠分）
事務費

国のR5予備費
（交付限度額④）

（給付金・定額減税一
体支援枠分）　給付費

国のR5予備費
（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税一
体支援枠分）　事務費

国のR5予備費
（交付限度額⑥）
（給付支援サービス

分）

その他
（一般財源や補助対象

外経費等）

合計  282,494  282,494  81,486  158,200 3,138 38,900 770 - - 

住民税均等割非課税世帯
への支援

（低所得枠）
1 R5_補正 低所得 ○ ○ ○

物価高騰対応重点支援地方
創生臨時給付金【物価高騰

対策給付金】

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○ － 161,338 161,338 - 158,200 3,138 - - - - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯　2260
世帯×70千円
事務費　　3138千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵
送料等）　業務委託料　人件費　として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（2260世帯）

－ ○ － R6.2 R6.3 対象世帯に対して令和6年3
月までに支給を開始する

ホームページ
対象分野に関連し
ない

R5補正（地）

住民税均等割のみ課税世
帯への支援
（一体給付）

2 R5_予備 一体支援 ○ ○ ○
物価高騰対応重点支援地方
創生臨時給付金【物価高騰

対策給付金】

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○ － 33,573 33,573 - - - 33,000 573 - - 

①デフレ完全脱却のための総合経済対策に基づき、エネルギー・食料
品価格等の物価高騰が続く中で低所得世帯の負担軽減を図る観点か
ら、R5年度分の住民税均等割のみ課税世帯に該当する世帯に対し給
付金を支給し、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R5年度分の住民税均等割のみ課税世帯　330世帯×
100千円
事務費　　人件費　573千円
④R5年12月1日において大子町住民基本台帳に記録されている者
　R5年度分の住民税均等割のみ課税世帯480世帯中330世帯

－ ○ － R6.3 R6.4以降 対象世帯に対して令和6年3
月までに支給を開始する

ホームページ
対象分野に関連し
ない

算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要
し、計画を再検討した結果、交付
対象事業の完了が6月下旬となる
ため

R5補正（地）

こども加算
（一体給付）

3 R5_予備 一体支援 ○ ○ ○
物価高騰対応重点支援地方
創生臨時給付金【物価高騰

対策給付金】

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○ － 5,697 5,697 - - - 5,500 197 - - 

①デフレ完全脱却のための総合経済対策に基づき、エネルギー・食料
品価格等の物価高騰が続く中で低所得世帯の負担軽減を図る観点か
ら、R5年度分の住民税均等割非課税世帯及び住民税均等割のみ課
税世帯へ子ども加算（18歳以下の子1人あたり50千円）を給付し、低所
得の方々の生活を維持する。
②低所得の子育て世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R5年度分の住民税非課税世帯及び住民税均等割の
み課税世帯における子どもの人数　110人×50千円
事務費　　人件費　197千円
④R5年12月1日において大子町住民基本台帳に記録されている者
　R5年度分の住民税均等割非課税世帯及び住民税均等割のみ課税
世帯で扶養されている18歳以下の子の人数145人中110人

－ ○ － R6.3 R6.4以降 対象世帯に対して令和6年3
月までに支給を開始する

ホームページ
対象分野に関連し
ない

算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要
し、計画を再検討した結果、交付
対象事業の完了が6月下旬となる
ため

R5補正（地）

新たに住民税非課税等とな
る世帯への支援

（一体給付）
4 R5_予備 一体支援 ○ ○ ○

物価高騰対応重点支援地方
創生臨時給付金【物価高騰

対策給付金】

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○ － 400 400 - - - 400 - - - 

①デフレ完全脱却のための総合経済対策に基づき、エネルギー・食料
品価格等の物価高騰が続く中で低所得世帯の負担軽減を図る観点か
ら、新たに令和６年度分住民税均等割非課税又は均等割のみ課税と
なる見込みの世帯に対し、１世帯当たり10万円を給付し、低所得の
方々の生活を維持する。
②新たに令和６年度分住民税非課税又は均等割のみ課税となる見込
みの世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　住民税均等割非課税世帯　4世帯　4人×100千円＝
400千円
④・令和5年12月1日において大子町住民基本台帳に記録されている
者
・町で把握する家計急変世帯4世帯について、令和5年分の確定申告
により令和6年度分の住民税均等割非課税又は住民税均等割のみ課

－ ○ － R6.2 R6.4以降 令和6年3月31日までに、対象
世帯4世帯4人へ100％支給

ホームページ
対象分野に関連し
ない

算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要
し、計画を再検討した結果、交付
対象事業の完了が6月下旬となる
ため

R5補正（地）

調整給付
（一体給付）

5 - - - - - - 

給付支援サービス
（一体給付）

6 - - - - - - - 

住民税均等割非課税世帯
等への支援に係る本体分の

事業費
7 - - - - - - 

一体給付に係る本体分の事
業費

（上乗せ１・予備費）
8 - - - - - - - 

対

象

範

囲

外

住民税均等割非課税世帯
等への支援分の事業費

（上乗せ２・推奨分）
9 - - - - - 

10 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 物価高騰対応特産農産物等
作付支援事業

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○
⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

3,600 3,600 3,600 - 

①原油価格・物価高騰の影響により、農業経営が圧迫されていること
から、作付面積に応じた補助給付することにより、特産農産物生産農
家を支援する。
②補助金　3,600千円
③奥久慈茶作付支援事業分　　　　3千円/10a×30ha＝900千円
果樹作付支援事業分（桃、ぶどう）　3千円/10a×5ha＝150千円
奥久慈りんご作付支援事業分　　　3千円/10a×55ha＝1,650千円
奥久慈大子蒟蒻作付支援事業分　3千円/10a×20ha＝600千円
特産野菜等作付支援事業分　　　　3千円/10a×10ha＝300千円
④特産農産物作付農家

－ － － R6.1 R6.3 支援件数　120件 ホームページ 農林水産・食品分野 R5補正（地）

11 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 物価高騰対応奥久慈枝物作
付支援事業

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○
⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

100 100 100 - 

①原油価格・物価高騰の影響により、農業経営が圧迫されていること
から、作付面積に応じた補助給付することにより、奥久慈枝物生産農
家を支援する。
②補助金　100千円
③1千円/10a×10ha＝100千円
④枝物作付農家

－ － － R6.1 R6.3 支援件数　10件 ホームページ 農林水産・食品分野 R5補正（地）

12 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 物価高騰対応和牛乳牛飼料
支援事業

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○
⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

17,350 17,350 17,350 - 

①原油価格・物価高騰の影響により、畜産・酪農経営が圧迫されてい
ることから、飼養頭数に応じた補助給付することにより、肉用牛生産農
家及び酪農家を支援する。
②補助金　17,350千円
③乳用牛分　17.5千円×300頭＝5,250千円
肉用牛分　5.5千円×2,200頭＝12,100千円
④畜産・酪農家

－ － － R6.1 R6.3 支援頭数　2,400頭 ホームページ 農林水産・食品分野 R5補正（地）

13 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 物価高騰対応奥久慈しゃも生
産支援事業

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○
⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

900 900 900 - 

①原油価格・物価高騰の影響により、奥久慈しゃも生産農家の経営が
圧迫されていることから、収容羽数に応じた補助給付することにより、
奥久慈しゃも生産農家を支援する。
②補助金　900千円
③50円×18,000羽＝900千円
④奥久慈しゃも生産農家

－ － － R6.1 R6.3 支援羽数　17,000羽 ホームページ 農林水産・食品分野 R5補正（地）

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費　交付限度額⑤

まちづくり課

　

差
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法
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対

象

範

囲

Ｎｏ

交付対象経費
(地方単独事業費)

国

の

予

算

年

度

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

個人を対象と
した給付金等

地

方

単

独

事

業

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③

Ｃ

枠

38,900                                                                                              

770                                                                                                   

81,486                                                                                  

3,138                                                                                                

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）
給付費　交付限度額②　（令和5年11月通知分）

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費　交付限度額⑤　（令和5年12月通知分）

国のR5予備費分（給付支援サービス分）
交付限度額⑥　（令和6年1月通知分）

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）
事務費　交付限度額③　（令和5年11月通知分）

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）
事務費　交付限度額③　（令和6年1月通知分）

小計　交付限度額③

経済対策との関係

Ｂ２

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②

総務省

成果目標（可能な限り定量
的指標を設定）

770                                                                                                   

58,635                                                                                              

-                                                                                                      

交付対象事業の名称 ⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

150,570                                                                                             

担当部局課名

-                                                                                          

令和５年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

58,635                                                                                                                                                都道府県名

地方公共団体名

都道府県・市町村コード（５桁） 30,114                                                                                                                                                

120,456                                                                                                                                              

08364

120,456                                                                                             

3,138                                                                                                

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和5年11月通知分）

茨城県

大子町

                                                                                                      -

4,302                                                                                                                                                 

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

-                                                                                                      

-                                                                                                      

0295-72-1131

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）
給付費　交付限度額②　（令和6年1月通知分）

担当者氏名

machi@town.daigo.lg.jp

推奨事業メ
ニュー

特定事業者等
支援

332,415                                                                                                                                              

小計　交付限度額② 150,570                                                                                                                                              

備考3

-                                                                                                      

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）
給付費　交付限度額④　（令和5年12月通知分）

110,410                                                                                                                                              

-                                                                                                                                                       

実施状況の公表等について（HP,広報紙な
ど）

備考1
(重点支援地方交
付金の追加を踏ま
えた各省庁の通知
の発出状況に定義
されている対象分

野)

158,200                                                                                

3,138                                                                                    

38,900                                                                                  

770                                                                                      

自治体での予算
区分

交付限度額計

-                                                                                                      

本省繰越希望額
（R5予備費により措置された給付金・定額減税一体支援枠分（給付費）

交付限度額④に係る希望額）

本省繰越希望額
（R5予備費により措置された給付金・定額減税一体支援枠分（事務費）

交付限度額⑤に係る希望額）

本省繰越希望額
（R5予備費により措置された給付支援サービス分　交付限度額⑥に係る希望額）

-                                                                                                                                                       

※

事

務

連

絡

参

照

本省繰越希望額　（R5補正予算により措置された推奨事業メニュー分交付限度額①に係る希望額）
小計：自動計算分＋手動入力分　（交付限度額①を上限とする）

事業
終期

※可変部分
※この他は変えれ

ません。

-                                                                                                                                                       

本省繰越希望額
（R5補正予算により措置された低所得世帯支援枠分（事務費）交付限度額③に係る希望額）

2,240                                                                                                                                                 

備考2
(事業の終期が令和6年3月を超
えることが見込まれる場合、

その事情)

※可変部分
※この他は変えれません。

6,652                                                                                                                                                 

基金
事業
始期

-                                                                                                                                                       

総事業費

1,076                                                                                                                                                 

7,422                                                                                                                                                 

5,378                                                                                                                                                 

Ｂ

252,013                                                                                             

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

38,900                                                                                              

Ｂ３

71,510                                                                                                                                                

本省繰越希望額
（R5補正予算により措置された低所得世帯支援枠分（給付費）交付限度額②に係る希望額）

-                                                                                                                                                       

-                                                                                                                                                       

58,635                                                                                              

30,114                                                                                              

-                                                                                                      

手動入力分

自動計算分
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Ａ

Ｂ１ Ｂ４

交付対象経費

国のR5補正予算分
（交付限度額①）
（推奨事業メニュー

分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）

（低所得世帯支援枠分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）

（低所得世帯支援枠分）
事務費

国のR5予備費
（交付限度額④）

（給付金・定額減税一
体支援枠分）　給付費

国のR5予備費
（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税一
体支援枠分）　事務費

国のR5予備費
（交付限度額⑥）
（給付支援サービス

分）

その他
（一般財源や補助対象

外経費等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

個人を対象と
した給付金等

地

方

単

独

事

業

Ｃ

枠

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

経済対策との関係

Ｂ２
成果目標（可能な限り定量

的指標を設定）
交付対象事業の名称 ⑨を選択した場合、より効果がある

と考える理由

推奨事業メ
ニュー

特定事業者等
支援

備考3
実施状況の公表等について（HP,広報紙な

ど）

備考1
(重点支援地方交
付金の追加を踏ま
えた各省庁の通知
の発出状況に定義
されている対象分

野)

自治体での予算
区分

事業
終期

※可変部分
※この他は変えれ

ません。

備考2
(事業の終期が令和6年3月を超
えることが見込まれる場合、

その事情)

※可変部分
※この他は変えれません。

基金
事業
始期総事業費

Ｂ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ３

14 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 物価高騰対応上水道基本料
金支援（生活者）

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

⑨推奨事業メ
ニュー例よりも
更に効果があ
ると判断する地

方単独事業

物価高騰等のコスト上昇分を価格転嫁
することなく事業継続することができ、生
活者等に速やかに直接効果が及ぶとと
もに、生活者等の負担軽減につながる
事業である。

21,221 21,221 21,221 - 

①重要な生活インフラであり、ほぼ全世帯に普及している上水道料金
を減免し、物価高騰に直面している生活者を支援する。
②大子町水道事業会計に繰り出し、水道料金のうち基本料金（メー
ター使用料、従量料金及び消費税等を除く）の減免に係る費用
③【事業費合計21,221千円】
6,413戸×一般用基本料金1,600円×2か月＝20,521,600円
36戸×大口1用基本料金7,700円×2か月＝554,400円
5戸×大口2用基本料金14,500円×2か月＝145,000円
④大子町水道事業と給水契約を結ぶ者のうち、
(1)令和6年1月1日～2月29日の間に量水器検針を受け、令和6年2月
分水道料金が確定した者
(2)令和6年2月1日～3月31日の間に量水器検針を受け、令和6年3月
分水道料金が確定した者
ただし、官公庁庁舎、茨城県警察本部駐在所事務室を対象から除く。

－ － － R6.2 R6.3 対象6,454戸すべての基本料
金を減免

ホームページ
対象分野に関連し
ない

R5補正（地）

15 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 物価高騰対応上水道基本料
金支援（医療施設等）

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

746 746 746 - 

①重要な事業インフラであり、ほぼ全事業所に普及している上水道料
金を減免し、物価高騰に直面している事業者を支援する。
②大子町水道事業会計に繰り出し、水道料金のうち基本料金（メー
ター使用料、従量料金及び消費税等を除く）の減免に係る費用
③【事業費合計746,400円≒746千円】
33所×一般用基本料金1,600円×2か月＝105,600円
2所×大口１用基本料金7,700円×2か月＝30,800円
14所×大口２用基本料金14,500円×2か月＝406,000円
3所×団体用基本料金2,000円×2か月＝12,000円
16所×学校用基本料金6,000円×2か月＝192,000円
④大子町水道事業と給水契約を結ぶ者のうち、
(1)令和6年1月1日～2月29日の間に量水器検針を受け、令和6年2月
分水道料金が確定した者
(2)令和6年2月1日～3月31日の間に量水器検針を受け、令和6年3月
分水道料金が確定した者
ただし、官公庁庁舎、茨城県警察本部駐在所事務室を対象から除く。

－ － － R6.2 R6.3 対象68事業所すべての基本
料金を減免

ホームページ 医療（光熱費関係） R5補正（地）

16 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 物価高騰対応上水道基本料
金支援（中小企業等）

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

⑦中小企業等
に対するエネ
ルギー価格高
騰対策支援

2,672 2,672 2,672 - 

①重要な事業インフラであり、ほぼ全事業所に普及している上水道料
金を減免し、物価高騰に直面している事業者を支援する。
②大子町水道事業会計に繰り出し、水道料金のうち基本料金（メー
ター使用料、従量料金及び消費税等を除く）の減免に係る費用
③【事業費合計2,671,800≒2,672千円】
479所×一般用基本料金1,600円×2か月＝1,532,800円
25所×大口1用基本料金7,700円×2か月＝385,000円
26所×大口2用基本料金14,500円×2か月＝754,000円
④大子町水道事業と給水契約を結ぶ者のうち、
(1)令和6年1月1日～2月29日の間に量水器検針を受け、令和6年2月
分水道料金が確定した者
(2)令和6年2月1日～3月31日の間に量水器検針を受け、令和6年3月
分水道料金が確定した者
ただし、官公庁庁舎、茨城県警察本部駐在所事務室を対象から除く。

－ － － R6.2 R6.3 対象530事業所すべての基本
料金を減免

ホームページ
対象分野に関連し
ない

R5補正（地）

17 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 物価高騰対応上水道基本料
金支援（公の施設）

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

⑨推奨事業メ
ニュー例よりも
更に効果があ
ると判断する地

方単独事業

物価高騰等のコスト上昇分を価格転嫁
することなく事業継続することができ、生
活者等に直接効果が及ぶ事業である。

511 511 511 - 

①物価高騰等の影響下において、直接住民の用に供する公の施設で
ある公園等を安定的に運営するため、上水道料金を減免し、物価高騰
等の影響を受けている住民の日常生活を維持する。
②大子町水道事業会計に繰り出し、水道料金のうち基本料金（メー
ター使用料、従量料金及び消費税等を除く）の減免に係る費用
③【事業費合計510,600≒511千円】
101所×一般用基本料金1,600円×2か月＝323,200円
1所×大口1用基本料金7,700円×2か月＝15,400円
4所×大口2用基本料金14,500円×2か月＝116,000円
14所×団体用基本料金2,000円×2か月＝56,000円
④大子町水道事業と給水契約を結ぶ者のうち、
(1)令和6年1月1日～2月29日の間に量水器検針を受け、令和6年2月
分水道料金が確定した者
(2)令和6年2月1日～3月31日の間に量水器検針を受け、令和6年3月
分水道料金が確定した者
ただし、官公庁庁舎、茨城県警察本部駐在所事務室を対象から除く。

－ － － R6.2 R6.3 対象120か所すべての基本料
金を減免

ホームページ
対象分野に関連し
ない

R5補正（地）

18 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 大子町水道施設電気料高騰
対策支援金

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

⑨推奨事業メ
ニュー例よりも
更に効果があ
ると判断する地

方単独事業

物価高騰等のコスト上昇分を価格転嫁
することなく事業継続することができ、生
活者等に速やかに直接効果が及ぶ事
業である。

19,121 19,121 19,121 - 

①電気料高騰により経営への影響を受けている法適用公営企業会計
である水道事業に対して、電気料金高騰に係る負担増分を補助し負担
軽減を図ることで、水道事業の維持及び水道料金の維持（値上げをし
ないこと）に繋げる。
②水道施設に係る電気料金高騰相当分
③電気料高騰による年間増加見込み分　19,121千円
④大子町水道事業利用者（物価高騰等の影響を受ける生活者及び事
業者）
ただし、官公庁庁舎、茨城県警察本部駐在所事務室を対象から除く。

－ － － R5.4 R6.3 利用者の負担増額0円 ホームページ 水道事業者 R5補正（地）

19 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 物価高騰対応教育活動推進
事業（小学校）

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

⑨推奨事業メ
ニュー例よりも
更に効果があ
ると判断する地

方単独事業

物価高騰等のコスト上昇分を価格転嫁
することなく事業継続することができ、生
活者等に速やかに直接効果が及ぶ事
業である。

6,000 6,000 6,000 - 

①小学校の電気料金高騰相当分に物価高騰対応地方創生臨時交付
金を活用し、物価高騰の影響を受ける児童へ教育環境の提供を維持
する。
②小学校電気料高騰相当分
③当初予算額　9,000千円
　年間予定額　3,066千円+11,934千円=15,000千円
　・実績額（4～6月）　1,022千円×3月=3,066千円
　・予定額　1,326千円×9月=11,934千円
　年間予定額15,000千円－当初予算額9,000千円＝高騰分見込6,000
千円

－ － － R5.4 R6.3 保護者の負担増額０円 ホームページ
対象分野に関連し
ない

R5補正（地）

20 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 物価高騰対応教育活動推進
事業（中学校）

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

⑨推奨事業メ
ニュー例よりも
更に効果があ
ると判断する地

方単独事業

物価高騰等のコスト上昇分を価格転嫁
することなく事業継続することができ、生
活者等に速やかに直接効果が及ぶ事
業である。

3,300 3,300 3,300 - 

①中学校の電気料金高騰相当分に物価高騰対応地方創生臨時交付
金を活用し、物価高騰の影響を受ける生徒へ教育環境の提供を維持
する。
②中学校電気料高騰相当分
③当初予算額　7,200千円
　年間予定額　1,959千円+8,541千円=10,500千円
　・実績額（4～6月）　653千円×3月=1,959千円
　・予定額　949千円×9月=8,541千円
　年間予定額10,500千円－当初予算額7,200千円＝高騰分見込3,300
千円

－ － － R5.4 R6.3 保護者の負担増額０円 ホームページ
対象分野に関連し
ない

R5補正（地）

21 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 物価高騰対応公民館活動推
進事業

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

⑨推奨事業メ
ニュー例よりも
更に効果があ
ると判断する地

方単独事業

物価高騰等のコスト上昇分を価格転嫁
することなく事業継続することができ、生
活者等に速やかに直接効果が及ぶ事
業である。

3,149 3,149 3,149 - 

①電気料高騰の影響が大きい中においても、公民館活動に係る各事
業を延期又は中止することなく推進する。
②施設運営にかかる電気料高騰相当分
③年間電気料見込額10,148千円－当初予算額7,000千円＝電気料高
騰額3,148千円（年間電気料内訳：大子町中央公民館4,371千円、依上
1,061千円、佐原425千円、黒沢1,189千円、宮川636千円、生瀬619千
円、袋田334千円、上小川742千円、下小川771千円）
④大子町立中央公民館、コミュニティセンター（8カ所）

－ － － R5.4 R6.3 利用者の負担増額0円 ホームページ
対象分野に関連し
ない

R5補正（地）

22 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 物価高騰対応学校給食提供
事業

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

2,816 2,816 2,816 - 

①電気料高騰の影響が大きい中においても、学校給食を小中学校、
幼稚園等へ安全安心で安定的に供給する。
②施設運営にかかる電気料高騰相当分
③上半期増加分　   651千円
下半期増加分　2,165千円
④大子町立学校給食センター

－ － － R5.4 R6.3
給食が提供できない等の理
由による保護者の負担増額０
円

ホームページ 給食 R5補正（地）

23 - - 
24 - - 
25 - - 
26 - - 
27 - - 
28 - - 
29 - - 
30 - - 
31 - - 
32 - - 
33 - - 
34 - - 
35 - - 
36 - - 
37 - - 
38 - - 
39 - - 
40 - - 
41 - - 
42 - - 
43 - - 
44 - - 
45 - - 
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47 - - 
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